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新 旧 備考 

貿易代金貸付（保証債務）保険約款 

 

平成29年４月１日 17‐制度‐00003 

沿革 （略） 

令和５年１月30日 一部改正 

 

貿易代金貸付（保証債務）保険約款 

 

平成29年４月１日 17‐制度‐00003 

沿革 （略） 

 

 

 

（てん補危険） 

第３条 日本貿易保険は、被保険者が、次の各号のいずれかに該当す

る事由により受ける損失を、この約款（別に特約を締結したときは

当該特約を含む。以下同じ。）の定めるところに従い、てん補する

責めに任ずる。 

一 （略） 

二 保証債務に係る主たる債務者についての破産手続開始の決定

（破産手続開始の決定の事実が外国の公的機関により明らかにさ

れた場合に限る。以下同じ。）又はこれに準ずる事由（支払不能

の事実が外国の公的機関により明らかにされた場合に限る。以下

同じ。）により、当該債務者の債務の不履行が生じたことによっ

て保証債務を履行したこと 

三 保証債務に係る主たる債務者の債務の履行遅滞（第１号イから

リまでの事由又は主たる債務者についての破産手続開始の決定若

しくはこれに準ずる事由によるものを除く。）が生じたことによ

って保証債務を履行したことにより取得した求償権に基づき取得

し得べき金額が求償権の取得の日から３月を経過する日までの期

間にわたり回収できないこと（被保険者の責めに帰することがで

きないものに限る。） 

（てん補危険） 

第３条 日本貿易保険は、被保険者が、次の各号のいずれかに該当す

る事由により受ける損失を、この約款（別に特約を締結したときは

当該特約を含む。以下同じ。）の定めるところに従い、てん補する

責めに任ずる。 

一 （略） 

二 保証債務に係る主たる債務者についての破産手続開始の決定

（破産手続開始の決定の事実が外国の公的機関により明らかにさ

れた場合に限る。以下同じ。）により、当該債務者の債務の不履

行が生じたことによって保証債務を履行したこと 

 

 

三 保証債務に係る主たる債務者の債務の履行遅滞（第１号イから

リまでの事由又は主たる債務者についての破産手続開始の決定に

よるものを除く。）が生じたことによって保証債務を履行したこ

とに取得した求償権に基づき取得し得べき金額が求償権の取得の

日から３月を経過する日までの期間にわたり回収できないこと

（被保険者の責めに帰することができないものに限る。） 

 

 

（免責） （免責）  
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第６条 日本貿易保険は、第18条第４項に規定するもののほか、次の

各号に掲げる損失をてん補する責めに任じない。 

一～三 （略） 

四 第９条第１項に規定する保険責任の開始日前に発生した以下の

いずれかに該当する事由によって生じた損失 

イ （略） 

ロ 主たる債務者についての破産手続開始の決定又はこれに準ず

る事由 

ハ （略） 

 

第６条 日本貿易保険は、第18条第４項に規定するもののほか、次の

各号に掲げる損失をてん補する責めに任じない。 

一～三 （略） 

四 第９条第１項に規定する保険責任の開始日前に発生した以下の

いずれかに該当する事由によって生じた損失 

イ （略） 

ロ 主たる債務者についての破産手続開始の決定 

 

ハ （略） 

（保険契約の解除） 

第８条 日本貿易保険は、第18条第１項、第19条第２項、第３項、及

び第９項並びに第21条第４項に規定するもののほか、次の各号のい

ずれかに該当するときは、保険契約を解除することができる。 

一～四 （略） 

２～３ （略） 

４ 保険契約者は、次条第１項に規定する保険責任の開始日前に第３

条第１号イからリまでのいずれかに該当する事由、主たる債務者に

ついての破産手続開始の決定若しくはこれに準ずる事由又は保証債

務に係る主たる債務者の債務の不履行（保険契約者が保険契約締結

の当時存在することを知っていた事由を除く。）が生じたことを知

ったときは、日本貿易保険に遅滞なく当該事実を書面で通知した場

合に限り、保険契約を解除することができるものとし、この場合、

保険契約は締結の日にさかのぼって効力を失うものとする。 

（保険契約の解除） 

第８条 日本貿易保険は、第18条第１項、第19条第２項、第３項、及

び第９項並びに第21条第４項に規定するもののほか、次の各号のい

ずれかに該当するときは、保険契約を解除することができる。 

一～四 （略） 

２～３ （略） 

４ 保険契約者は、次条第１項に規定する保険責任の開始日前に第３

条第１号イからリまでのいずれかに該当する事由のいずれかに該当

する事由、主たる債務者についての破産手続開始の決定又は保証債

務に係る主たる債務者の債務の不履行（保険契約者が保険契約締結

の当時存在することを知っていた事由を除く。）が生じたことを知

ったときは、日本貿易保険に遅滞なく当該事実を書面で通知した場

合に限り、保険契約を解除することができるものとし、この場合、

保険契約は締結の日にさかのぼって効力を失うものとする。 

 

附 則 

この改正は、令和５年３月20日から実施する。 
  

 


